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研究成果の概要（和文）：国家は、国内法令を操作することによって国際義務を「迂回」しようとする主体であ
る一方で、私人による国内法令・行政措置の「迂回」を抑止しようとする主体でもある。そこで、国際レベルと
国内レベルにおける国家の法的整合性という観点から、「迂回」の規律についての立体的なバランスの取り方を
示そうとした。特に、「迂回」概念の分析枠組みと法的対応策について、国際法と国内法の動態的相互関係から
再構成しようとした。

研究成果の概要（英文）：The risk of circumvention is becoming an increasing concern, because the
more the law develop, the more people tend to avoid it. States tend to avoid international 
obligations by manipulating domestic laws. On the other hand, states are eager to capture 
circumvention activities by private parties that may undermine effective functioning of the domestic
 laws. This study focused on the integrity of state actions that have dual faces as is shown above.

研究分野： 国際法・国際経済法
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　国際法上の義務に国家が「違反」すれば、それを是正するよう求めることは当然である。もちろん、「是正」
のさせ方は多様であり、裁判や経済制裁等の強制力のある方法を取ることに限らず、遵守確保のための能力向上
を支援するという方策もありうる。
　しかし、直ちには義務の「違反」とはならないような形で、しかしその義務の目的や効果を無にするような行
為としての「迂回」がなされた場合、それに対してどのように、どこまで対応すべきかは自明ではない。本研究
は、このような微妙な問題について、分析の足がかりを提供する意義がある。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景  
 規範の「迂回」とは、通常とは異なる方法をとることでもって当該規範の適用を免
れ、もって当該規範の目的と機能を損なう行為を指す。この点で、当該規範の「違反」
とは異なる。また、一見すると「違反」にならないように偽装するものの実質におい
て規範に反する行為（「隠れた違反」）とも異なる。このような行為を無制約に許せば、
規範の実効性が損なわれることになる。他方で、人為的な操作を加えたり通常とは異
なる方法をとったりするという点を除けば少なくとも形式的には適法な行為である
以上、それに対応するにあたっては過剰規制を避ける必要もある。このような意味に
おける「迂回」をどのように規律するかは、国際法と国内法に共通する課題である。 
 国際法一般については、履行確保手続や紛争処理手続に強制管轄権がない分野が多
い等の事情から、まだ顕在化していない。しかしながら、国際法一般にいずれ直面す
ることになるものと予想されるため、理論的な枠組みの構築に取り組む必要がある。
この点、従来から実体規定の対象範囲の確定や、規律内容に関する解釈の幅（「評価
の余地」等）や、信義則や権利濫用といった一般原則の適用の問題として散発的に分
析がなされてきたものの、「迂回」を直接に対象とした包括的な研究は見られない。  
 他方で、通商法分野においては、すでに現実の問題を惹起している。たとえば、
WTO 協定では一部の協定において「迂回」（※公定訳では「回避」）に関する規定が
設けられており、分析も行われている。とはいえ、主要な先行研究 Hagen Rooke, 
L'autoprotection et le droit de l'OMC (2011)も、国家による「迂回」を禁止する明
示規定の分析にとどまっており、同じ WTO 協定の下で私人による「迂回」に対抗す
る「迂回防止」措置との関係等について触れられていない等、これまでの研究は発展
途上である。  
２．研究の目的  
 国家は、国内法令を操作することによって国際義務を「迂回」しようとする主体で
ある一方で、私人による国内法令・行政措置の「迂回」を抑止しようとする主体でも
ある。そこで、国際レベルと国内レベルにおける国家の法的整合性という観点から、
「迂回」の規律についての立体的なバランスの取り方を示そうとした。具体的には、
国家が WTO 協定を実施するにあたって、「迂回防止」措置を取る行為と、国際義務
を「迂回」する行為との間の規範的緊張関係を比較対照する。この作業によって、「迂
回」概念の分析枠組みと法的対応策について、国際法と国内法の動態的相互関係から
再構成しようとした。  
 
３．研究の方法  
 文研研究および理論研究を行った。 
 
４．研究成果 
 国際・国内学会での研究発表とその際の質疑応答によって国内外に問題提起を行い、
後掲する論文によって学術的成果を公表した。 
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